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（１）死亡災害の発生状況と対策の方向性

（２）死傷災害の発生状況と対策の方向性
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（３）労働者の健康確保を巡る動向と対策の方向性

安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性



（４）疾病を抱える労働者の治療と職業生活の両立を巡る状況と対策
の方向性

（５）化学物質による健康障害の現状と対策の方向性
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(



建設業における墜落・転落災害等の防止

製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止

林業における伐木等作業の安全対策

（３）最新基準が適用されていない既存の機械等の更新促進

（１）業種別・災害種別の重点対策の実施
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１ 死亡災害の撲滅を目指した対策の推進

（２）重篤な災害の防止対策



企業における健康確保措置の推進

産業医・産業保健機能の強化

（２）過重労働による健康障害防止対策の推進
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２ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進

（１）労働者の健康確保対策の強化



２ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進

メンタルヘルス不調の予防

（３）職場におけるメンタルヘルス対策等の推進

（４）雇用形態の違いにかかわらない安全衛生の推進

（５）副業・兼業、テレワークへの対応

（６）過労死等の実態解明と防止対策に関する研究の実施

独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所

8

パワーハラスメント対策の推進



転倒災害の防止

腰痛の予防

第三次産業対策

陸上貨物運送事業対策
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３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

（１）災害の件数が増加傾向にある
又は減少がみられない業種等への対応



熱中症対策

交通労働災害対策

職場における「危険の見える化」の推進

熱中症の予防
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３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

｢危険の見える化」



高年齢労働者対策

非正規雇用労働者対策

外国人労働者、技能実習生対策

障害者である労働者対策

個人請負等の労働者の範疇に入らない者への対応

技術革新への対応
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３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

（２）高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者及び障害者で
ある労働者の労働災害の防止

高年齢労働者に配慮した職場改善事項



（２）疾病を抱える労働者を支援する仕組みづくり

（３）脊髄に損傷を負った労働者等の職場復帰支援
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４ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

（１）企業における健康確保対策の推進、
企業と医療機関の連携の促進

ガイドラインの活用



国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策

リスクアセスメントの結果を踏まえた作業等の改善
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５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

（１）化学物質による健康障害防止対策

ラベルの表示

ＳＤＳ（安全データシート）

気中濃度の測定方法



解体等作業における石綿ばく露防止

労働者の石綿等の化学物質の取扱履歴等の記録の保存

５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

化学物質の有害性情報の的確な把握

有害性情報等に基づく化学物質の有害性評価と対応の加速

遅発性の健康障害の把握

化学物質を取り扱う労働者への安全衛生教育の充実
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（２）石綿による健康障害防止対策



（３）受動喫煙防止対策

（４）電離放射線による健康障害防止対策

（５）粉じん障害防止対策
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５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

石綿対策はこれからが本番



（２）労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用

（５）業界団体内の体制整備の促進

（６）元方事業者等による健康確保対策の推進

（７）業所管官庁との連携の強化

（８）中小規模事業場への支援
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６ 企業・業界単位での安全衛生の取組の強化

（１）企業のマネジメントへの安全衛生の取込み

（９）民間検査機関等の活用の促進

（３）企業単位での安全衛生管理体制の推進

（４）企業における健康確保措置の推進



（１）高校、大学等と連携した安全衛生教育の実施

（２）危険体感教育及び震災に備えた対策の推進

（３）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を活用した
健康促進

（４）技能検定試験の関係団体との連携

（５）科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進
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８ 国民全体の安全・健康意識の高揚等

７ 安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進
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【資料】安全衛生基本統計

928

117,910



h p://www.mhlw.go.jp/

厚生労働省

労働災害防止団体

独立行政法人労働者健康安全機構
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【参考】安全衛生基本統計



ひと、くらし、みらいのために
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